
 
00_0853701202603.docx 
ヤマハ発動機㈱様 決議 2014/03/13 11:36:00印刷 1/4 
 

― 1 ― 

証券コード 7272 
 

平成26年３月25日 
 

株 主 各 位 
 

静岡県磐田市新貝2500番地 

ヤマハ発動機株式会社 
代表取締役社長 柳  弘 之 

 

第79期定時株主総会決議ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さて、本日開催の当社第79期定時株主総会において、下記のとおり報告並びに決議されまし
たので、ご通知申しあげます。 

敬 具 
記 

報告事項 １．第79期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

 ２．第79期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）計算書類報告の件 
 
   本件は、上記１及び２の内容を報告いたしました。 
  

決議事項 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 
本件は、原案どおり承認可決され、期末配当金は１株につき16円と決定され
ました。これにより、中間配当金を加えた年間配当金は26円となります。 

第２号議案 取締役12名選任の件 
本件は、原案どおり承認可決され、取締役に柳 弘之、木村隆昭、篠﨑幸造、
秀島信也、滝沢正博、鈴木啓之、橋本義明、桜井正光、安達 保、渡部克明、加
藤敏純、中田卓也の12名が選任され、それぞれ就任いたしました。    
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
  本件は、原案どおり承認可決され、佐竹正幸が選任されました。 

第４号議案 取締役賞与支給の件
  本件は、原案どおり承認可決され、取締役賞与として総額１億600万円を支給

することとなりました。
第５号議案 取締役の報酬等の額改定の件

  本件は、原案どおり承認可決され、取締役賞与を除く取締役報酬額は、年額５
億4,000万円以内、うち社外取締役分5,000万円以内とし、また、取締役賞与に
ついては、総額（年額）を前事業年度の連結当期純利益の0.5％以内とし、その
範囲内で支給することとなりました。

以 上 
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰  本定時株主総会終了後に開催された取締役会において、代表取締役及び役付取締役が選定され、
就任いたしました。また、監査役会において、常勤監査役が選定され、就任いたしました。 
この結果、取締役及び監査役は次のとおりとなりました。 

代表取締役社長（社長執行役員） 柳   弘 之 
代 表 取 締 役（副社長執行役員） 木 村 隆 昭 
取  締  役（常務執行役員） 篠 﨑 幸 造 
取  締  役（常務執行役員） 秀 島 信 也 
取  締  役（常務執行役員） 滝 沢 正 博 
取  締  役（上席執行役員） 鈴 木 啓 之 
取  締  役（上席執行役員） 橋 本 義 明 
取  締  役（上席執行役員） 渡 部 克 明 
取  締  役（上席執行役員） 加 藤 敏 純 
取  締  役 桜 井 正 光 
取  締  役 安 達   保 
取  締  役 中 田 卓 也 
常 勤 監 査 役 久 米   豊 
常 勤 監 査 役 平 沢 茂 樹 
監  査  役 河 和 哲 雄 
監  査  役 遠 藤   功 

（注）1．取締役 桜井正光、安達保及び中田卓也は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で
す。 

2．監査役 河和哲雄及び遠藤功は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 
3．当社は、取締役 桜井正光及び安達保、監査役 河和哲雄及び遠藤功を株式会社東京証
券取引所の規程に定める独立役員として、同取引所に届け出ています。 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰  

配当金のお支払いについて  第79期期末配当金（１株につき16円）は同封の「配当金領収証」により、平成26年３月26日
から平成26年４月25日までにお受け取りください。 
また、配当金の口座振込をご指定の方には「配当金計算書」及び「お振込先について」を、株
式数比例配分方式をご指定の方には「配当金計算書」及び「配当金のお受け取り方法について」
を同封いたしましたので、ご確認ください。 
なお、｢配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。
配当金領収証にてお受け取りの株主様及び口座振込を指定されている株主様につきましては、確
定申告を行う際にその添付資料としてご使用いただくことができます。株式数比例配分方式を選
択されている場合は、お取引の口座管理機関（証券会社等）にお問合せください。 

以 上 
 


